
指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成 12年 2月 10日・厚生省告示第 19 号)

11 福祉用具貸与費 

注 4 要介護状態区分が要介護 1 である者に対して、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与

及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目(平成 11 年厚生省告示第 93 号)第 1 項

に規定する車いす、同告示第 2 項に規定する車いす付属品、同告示第 3 項に規定する特

殊寝台、同告示第 4 項に規定する特殊寝台付属品、同告示第 5 項に規定する床ずれ防止

用具、同告示第 6 項に規定する体位変換器、同告示第 11 項に規定する認知症老人徘徊感

知機器及び同告示第 12 項に規定する移動用リフトに係る指定福祉用具貸与を行った場

合は、福祉用具貸与費は算定しない。また、要介護状態区分が要介護 1、要介護 2 又は

要介護 3 である者に対して、同告示第 13 項に規定する自動排泄処理装置(尿のみを自動

的に吸引する機能のものを除く。)に係る指定福祉用具貸与を行った場合は、福祉用具貸

与費は算定しない。ただし、別に厚生労働大臣が定める者に対する場合については、こ

の限りでない。 

 

 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス及び居宅療

養管理指導に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の

制定に伴う実施上の留意事項について(平成 12 年 3 月 1 日・老企第 36 号) 

第二 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用

具貸与費に係る部分に限る。）に関する事項 

9 福祉用具貸与費 

(2)要介護 1 の者に係る指定福祉用具貸与費 

① 算定の可否の判断基準 

要介護 1 の者に係る指定福祉用具貸与費については、その状態像から見て使用が想

定しにくい「車いす」、「車いす付属品」、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床ずれ防

止用具」、「体位変換器」、「認知症老人徘徊感知機器」、「移動用リフト（つり具の部分

を除く。）」及び「自動排泄処理装置」（以下「対象外種目」という。）に対しては、原

則として算定できない。また、「自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能の

ものを除く。）」については、要介護 1 の者に加え、要介護 2 及び要介護 3 の者に対し

ては、原則として算定できない。しかしながら第 95 号告示第二十五号のイで定める状

態像に該当する者については、軽度者（要介護 1 の者をいう。ただし、自動排泄処理

装置については、要介護 1、要介護 2 及び要介護 3 のものをいう。以下(2)において同

じ。）であっても、その状態像に応じて利用が想定される対象外種目について指定福祉

用具貸与費の算定が可能であり、その判断については、次のとおりとする。 

ア 原則として次の表【次々ページ】の定めるところにより、「要介護認定等基準時間

の推計の方法」（平成 11 年厚生省告示第 91 号）別表第一の調査票のうち基本調査の

直近の結果（以下単に「基本調査の結果」という。）を用い、その要否を判断するも

のとする。 

イ ただし、アの(二)「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」

及びオの(三)「生活環境において段差の解消が必要と認められる者」については、



該当する基本調査結果がないため、主治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談

員のほか軽度者の状態像について適切な助言が可能な者が参加するサービス担当者

会議等を通じた適切なケアマネジメントにより指定居宅介護支援事業者が判断する

こととなる。なお、この判断の見直しについては、居宅サービス計画に記載された

必要な理由を見直す頻度（必要に応じて随時）で行うこととする。 

ウ また、アにかかわらず、次のⅰ)からⅲ)までのいずれかに該当する旨が医師の医

学的な所見に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマ

ネジメントにより福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されている場合にあって

は、これらについて、市町村が書面等確実な方法により確認することにより、その

要否を判断することができる。この場合において、当該医師の医学的な所見につい

ては、主治医意見書による確認のほか、医師の診断書又は担当の介護支援専門員が

聴取した居宅サービス計画に記載する医師の所見により確認する方法でも差し支え

ない。 

ⅰ) 疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によっ

て、頻繁に第 95 号告示第二十五号のイに該当する者 

     （例 パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象） 

ⅱ) 疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに第 95 号告示

第二十五号のイに該当することが確実に見込まれる者 

     （例 がん末期の急速な状態悪化） 

ⅲ) 疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医

学的判断から第 95 号告示第二十五号のイに該当すると判断できる者 

     （例 ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤

嚥性肺炎の回避） 

注 括弧内の状態は、あくまでもⅰ)～ⅲ)の状態の者に該当する可能性のあるもの

を例示したにすぎない。また、逆に括弧内の状態以外の者であっても、ⅰ)～ⅲ)

の状態であると判断される場合もありうる。 

  

② 基本調査結果による判断の方法 

指定福祉用具貸与事業者は、軽度者に対して、対象外種目に係る指定福祉用具貸与

費を算定する場合には、①の表に従い、「厚生労働大臣が定める者」のイへの該当性を

判断するための基本調査の結果の確認については、次に定める方法による。なお、当

該確認に用いた文書等については、サービス記録と併せて保存しなければならない。 

ア 当該軽度者の担当である指定居宅介護支援事業者から当該軽度者の「要介護認定

等基準時間の推計の方法」別表第一の認定調査票について必要な部分（実施日時、

調査対象者等の時点の確認及び本人確認ができる部分並びに基本調査の回答で当該

軽度者の状態像の確認が必要な部分）の写し（以下「調査票の写し」という。）の内

容が確認できる文書を入手することによること。 

イ 当該軽度者に担当の指定居宅介護支援事業者がいない場合にあっては、当該軽度

者の調査票の写しを本人に情報開示させ、それを入手すること。 

 

 



表 

対象外種目 厚生労働大臣が定める者のイ 厚生労働大臣が定める者のイに該当す

る基本調査の結果 

ア 車いす及び 

車いす付属品 

次のいずれかに該当する者  

(一)日常的に歩行が困難な者 基本調査１－７ 

「３．できない」 

(二)日常生活範囲における移動の支

援が特に必要と認められる者 

－ 

イ 特殊寝台及び 

特殊寝台付属品 

次のいずれかに該当する者  

(一)日常的に起きあがりが困難な者 基本調査１－４ 

「３．できない」 

(二)日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３ 

「３．できない」 

ウ 床ずれ防止用具 

及び体位変換器 

日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３ 

「３．できない」 

エ 認知症老人徘徊 

感知機器 

次のいずれにも該当する者  

(一)意思の伝達、介護者への反応、記

憶・理解のいずれかに支障がある

者 

基本調査３－１ 

「１．調査対象者が意思を他者に伝達

できる」以外 

又は 

基本調査３－２～基本調査３～７のい

ずれか 

「２．できない」 

又は 

基本調査３－８～基本調査４－１５の

いずれか 

「１．ない」以外 

その他、主治医意見書において、認知

症の症状がある旨が記載されている場

合も含む。 

(二)移動において全介助を必要とし

ない者 

基本調査２－２ 

「４．全介助」以外 

オ 移動用リフト 

（つり具の部分

を除く。） 

次のいずれかに該当する者  

(一)日常的に立ち上がりが困難な者 基本調査１－８ 

「３．できない」 

(二)移乗が一部介助又は全介助を必

要とする者 

基本調査２－１ 

「３．一部介助」又は「４．全介助」

(三)生活環境において段差の解消が

必要と認められる者 

－ 

カ 自動排泄処理装 

  置 

次のいずれにも該当する者  

(一)排便が全介助を必要とする者 基本調査２－６ 

「４．全介助」 

(二) 移乗が全介助を必要とする者 基本調査２－１ 

「４．全介助」  



指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準(平成 11 年 3 月 31 日・厚生省令第 38 号) 

第三章 運営に関する基準 

(指定居宅介護支援の具体的取扱方針) 

第十三条 指定居宅介護支援の方針は、第一条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に

基づき、次に掲げるところによるものとする。 

二十一 介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける場合にあっ

ては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載する

とともに、必要に応じて随時サービス担当者会議を開催し、継続して福祉用具貸与を

受ける必要性について検証をした上で、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場

合にはその理由を居宅サービス計画に記載しなければならない。 

二十二 介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置付ける場合に

あっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定福祉用具販売が必要な理由を

記載しなければならない。 

 

 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について(平成 11 年 7 月 29 日・

老企第 22 号) 

第二 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

3 運営に関する基準 

(7)指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

⑳福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅サービス計画への反映（第二十一号・第二十

二号） 

福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、その特性と利用者の心身の状況等を踏

まえて、その必要性を十分に検討せずに選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻害さ

れるおそれがあることから、検討の過程を別途記録する必要がある。 

このため、介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売

を位置付ける場合には、サービス担当者会議を開催し、当該計画に福祉用具貸与及び特定

福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

なお、福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後必要に応じて随時サービス担

当者会議を開催して、利用者が継続して福祉用具貸与を受ける必要性について専門的意見

を聴取するとともに検証し、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合には、その理

由を再び居宅サービス計画に記載しなければならない。 

また、福祉用具貸与については以下の項目について留意することとする。 

ア 介護支援専門員は、要介護 1 の利用者（以下「軽度者」という。）の居宅サービス計画

に指定福祉用具貸与を位置付ける場合には、「厚生労働大臣が定める利用者等」（平成 24

年厚生労働省告示第 95 号）第二十五号のイで定める状態像の者であることを確認するた

め、当該軽度者の「要介護認定等基準時間の推計の方法」（平成 12 年厚生省告示第 91 号）

別表第１の調査票について必要な部分（実施日時、調査対象者等の時点の確認及び本人

確認ができる部分並びに基本調査の回答で当該軽度者の状態像の確認が必要な部分）の

写し（以下「調査票の写し」という。）を市町村から入手しなければならない。ただし、



当該軽度者がこれらの結果を介護支援専門員へ提示することに、あらかじめ同意してい

ない場合については、当該軽度者の調査票の写しを本人に情報開示させ、それを入手し

なければならない。 

イ 介護支援専門員は、当該軽度者の調査票の写しを指定福祉用具貸与事業者へ提示する

ことに同意を得たうえで、市町村より入手した調査票の写しについて、その内容が確認

できる文書を指定福祉用具貸与事業者へ送付しなければならない。 

ウ 介護支援専門員は、当該軽度者が「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関す

る基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定

居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につ

いて」（平成 12 年老企第 36 号）の第二の 9(2)①ウの判断方法による場合については、

福祉用具の必要性を判断するため、利用者の状態像が、同ｉ)からⅲ)までのいずれかに

該当する旨について、主治医意見書による方法のほか、医師の診断書又は医師から所見

を聴取する方法により、当該医師の所見及び医師の名前を居宅サービス計画に記載しな

ければならない。この場合において、介護支援専門員は、指定福祉用具貸与事業者より、

当該軽度者に係る医師の所見及び医師の名前について確認があったときには、利用者の

同意を得て、適切にその内容について情報提供しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成 18 年 3 月 14 日・厚生

労働省告示第 127 号) 

11 介護予防福祉用具貸与費 

注 4 要支援者に対して、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与

に係る福祉用具の種目(平成 11 年厚生省告示第 93 号)第 1 項に規定する車いす、同告示

第 2 項に規定する車いす付属品、同告示第 3 項に規定する特殊寝台、同告示第 4 項に規

定する特殊寝台付属品、同告示第 5 項に規定する床ずれ防止用具、同告示第 6 項に規定

する体位変換器、同告示第 11 項に規定する認知症老人徘徊はいかい感知機器、同告示第

12 項に規定する移動用リフト及び同告示第 13 項に規定する自動排泄せつ処理装置(尿の

みを自動的に吸引する機能のものを除く。)に係る指定介護予防福祉用具貸与を行った場

合は、指定介護予防福祉用具貸与費は算定しない。ただし、別に厚生労働大臣が定める

者に対する場合については、この限りでない。 

 

 

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意

事項について（平成 18 年 3 月 17 日・老計発第 0317001 号・老振発第 0317001 号・老老

発第 0317001 号） 

第二 指定介護予防サービス単位数表に関する事項 

11 介護予防福祉用具貸与費 

(2)要支援 1 又は要支援 2 に係る指定介護予防福祉用具貸与費 

① 算定の可否の判断基準 

要支援 1 又は要支援 2 の者（以下(2)において「軽度者」という。）に係る指定介護

予防福祉用具貸与費については、その状態像から見て使用が想定しにくい「車いす」、

「車いす付属品」、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床ずれ防止用具」、「体位変換器」、

「認知症老人徘徊感知機器」、「移動用リフト（つり具の部分を除く。）」及び「自動排

泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く。）」（以下「対象外種目」と

いう。）に対しては、原則として算定できない。 

しかしながら第 95 号告示第二十五号のイで定める状態像に該当する者については、

軽度者であっても、その状態像に応じて利用が想定される対象外種目について指定介

護予防福祉用具貸与費の算定が可能であり、その判断については、次のとおりとする。 

ア 原則として次の表【次々ページ】の定めるところにより、「要介護認定等基準時間

の推計の方法」（平成 11 年厚生省告示第 91 号）別表第一の調査票のうち基本調査の

直近の結果（以下単に「基本調査の結果」という。）を用い、その要否を判断するも

のとする。 

イ ただし、アの(二)「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」

及びオの(三)「生活環境において段差の解消が必要と認められる者」については、

該当する基本調査結果がないため、主治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談

員のほか軽度者の状態像について適切な助言が可能な者が参加するサービス担当者

会議等を通じた適切なケアマネジメントにより指定介護予防支援事業者が判断する

こととなる。なお、この判断の見直しについては、介護予防サービス計画に記載さ



れた必要な理由を見直す頻度（必要に応じて随時）で行うこととする。 

ウ また、アにかかわらず、次のⅰ)からⅲ)までのいずれかに該当する旨が医師の医

学的な所見に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマ

ネジメントにより介護予防福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されている場合

にあっては、これらについて、市町村が書面等確実な方法により確認することによ

り、その要否を判断することができる。この場合において、当該医師の医学的な所

見については、主治医意見書による確認のほか、医師の診断書又は担当職員が聴取

した介護予防サービス計画に記載する医師の所見により確認する方法でも差し支え

ない。 

ⅰ) 疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によっ

て、頻繁に第 95 号告示第二十五号のイに該当する者 

     （例 パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象） 

ⅱ） 疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに第 95 号告示

第二十五号のイに該当することが確実に見込まれる者 

     （例 がん末期の急速な状態悪化） 

ⅲ） 疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等

医学的判断から第 95 号告示第二十五号のイに該当すると判断できる者 

     （例 ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤

嚥性肺炎の回避） 

注 括弧内の状態は、あくまでもⅰ)～ⅲ)の状態の者に該当する可能性のあるもの

を例示したにすぎない。また、逆に括弧内の状態以外の者であっても、ⅰ)～ⅲ)

の状態であると判断される場合もありうる。 

  

② 基本調査結果による判断の方法 

指定介護予防福祉用具貸与事業者は、軽度者に対して、対象外種目に係る介護予防

福祉用具貸与費を算定する場合には、①の表に従い、「厚生労働大臣が定める者」のイ

への該当性を判断するための基本調査の結果の確認については、次に定める方法によ

る。なお、当該確認に用いた文書等については、サービス記録と併せて保存しなけれ

ばならない。 

ア 当該軽度者の担当である指定介護予防支援事業者から当該軽度者の「要介護認定

等基準時間の推計の方法」別表第一の認定調査票について必要な部分（実施日時、

調査対象者等の時点の確認及び本人確認ができる部分並びに基本調査の回答で当該

軽度者の状態像の確認が必要な部分）の写し（以下「調査票の写し」という。）の内

容が確認できる文書を入手することによること。 

イ 当該軽度者に担当の指定介護予防支援事業者がいない場合にあっては、当該軽度

者の調査票の写しを本人に情報開示させ、それを入手すること。 

 



表 

対象外種目 厚生労働大臣が定める者のイ 厚生労働大臣が定める者のイに該当す

る基本調査の結果 

ア 車いす及び 

車いす付属品 

次のいずれかに該当する者  

(一)日常的に歩行が困難な者 基本調査１－７ 

「３．できない」 

(二)日常生活範囲における移動の支

援が特に必要と認められる者 

－ 

イ 特殊寝台及び 

特殊寝台付属品 

次のいずれかに該当する者  

(一)日常的に起きあがりが困難な者 基本調査１－４ 

「３．できない」 

(二)日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３ 

「３．できない」 

ウ 床ずれ防止用具 

及び体位変換器 

日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３ 

「３．できない」 

エ 認知症老人徘徊 

感知機器 

次のいずれにも該当する者  

(一)意思の伝達、介護者への反応、記

憶・理解のいずれかに支障がある

者 

基本調査３－１ 

「１．調査対象者が意思を他者に伝達

できる」以外 

又は 

基本調査３－２～基本調査３～７のい

ずれか 

「２．できない」 

又は 

基本調査３－８～基本調査４－１５の

いずれか 

「１．ない」以外 

その他、主治医意見書において、認知

症の症状がある旨が記載されている場

合も含む。 

(二)移動において全介助を必要とし

ない者 

基本調査２－２ 

「４．全介助」以外 

オ 移動用リフト 

（つり具の部分

を除く。） 

次のいずれかに該当する者  

(一)日常的に立ち上がりが困難な者 基本調査１－８ 

「３．できない」 

(二)移乗が一部介助又は全介助を必

要とする者 

基本調査２－１ 

「３．一部介助」又は「４．全介助」

(三)生活環境において段差の解消が

必要と認められる者 

－ 

カ 自動排泄処理装 

  置 

次のいずれにも該当する者  

(一)排便が全介助を必要とする者 基本調査２－６ 

「４．全介助」 

(二) 移乗が全介助を必要とする者 基本調査２－１ 

「４．全介助」  



指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準(平成 18 年 3 月 14 日・厚生労働省令第 37 号) 

第四章 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

(指定介護予防支援の具体的取扱方針) 

第三十条 指定介護予防支援の方針は、第一条に規定する基本方針及び前条に規定する基

本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

二十三 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸与を位置づける場合

にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に介護予防福祉用具貸与が必要な

理由を記載するとともに、必要に応じて随時、サービス担当者会議を開催し、その継

続の必要性について検証をした上で、継続が必要な場合にはその理由を介護予防サー

ビス計画に記載しなければならない。 

二十四 担当職員は、介護予防サービス計画に特定介護予防福祉用具販売を位置付ける

場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定介護予防福祉用具販売

が必要な理由を記載しなければならない。 

 

 

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準について（平成 18 年 3 月 14 日・老振発第 0331003

号・老老発第 0331016 号） 

第二 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準 

4 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

(1)基準第三十条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の開催、介護予防サービス計

画の作成、介護予防サービス計画の実施状況の把握などの介護予防支援を構成する一連の

業務のあり方及び当該業務を行う担当職員の責務を明らかにしたものである。 

○22 介護予防福祉用具貸与及び介護予防特定福祉用具販売の介護予防サービス計画への反映

（第二十三号・二十四号） 

介護予防福祉用具貸与及び介護予防特定福祉用具販売については、その特性と利用者の

心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検討せずに選定した場合、利用者の自立支

援は大きく阻害されるおそれがあることから、検討の過程を別途記録する必要がある。 

このため、担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸与及び介護予防特

定福祉用具販売を位置付ける場合には、サービス担当者会議を開催し、当該計画に介護予

防福祉用具貸与及び介護予防特定福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

なお、介護予防福祉用具貸与については、介護予防サービス計画作成後必要に応じて随

時サービス担当者会議を開催して、利用者が継続して介護予防福祉用具貸与を受ける必要

性について専門的意見を聴取するとともに検証し、継続して介護予防福祉用具貸与を受け

る必要がある場合には、その理由を再び介護予防サービス計画に記載しなければならない。 

また、介護予防福祉用具貸与については以下の項目について留意することとする。 

ア 担当職員は、利用者の介護予防サービス計画に指定介護予防福祉用具貸与を位置付け

る場合には、「厚生労働大臣が定める利用者等」（平成 24 年厚生労働省告示第 95 号）第



二十五号のイで定める状態像の者であることを確認するため、当該利用者の「要介護認

定等基準時間の推計の方法」（平成 12 年厚生省告示第 91 号）別表第 1 の調査票について

必要な部分（実施日時、調査対象者等の時点の確認及び本人確認ができる部分並びに基

本調査の回答で当該軽度者の状態像の確認が必要な部分）の写し（以下「調査票の写し」

という。）を市町村から入手しなければならない。ただし、当該利用者がこれらの結果を

担当職員へ提示することに、あらかじめ同意していない場合については、当該利用者の

調査票の写しを本人に情報開示させ、それを入手しなければならない。 

イ 担当職員は、当該利用者の調査票の写しを指定介護予防福祉用具貸与事業者へ提示す

ることに同意を得たうえで、市町村より入手した調査票の写しについて、その内容が確

認できる文書を指定介護予防福祉用具貸与事業者へ送付しなければならない。 

ウ 担当職員は、当該利用者が「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する

基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 18 年老計発第 0317001 号・老振発

第 0317001 号・老老発第 0317001 号）の第二の 11(2)①ウの判断方法による場合につい

ては、福祉用具の必要性を判断するため、利用者の状態像が、同ｉ)からⅲ)までのいず

れかに該当する旨について、主治医意見書による方法のほか、医師の診断書又は医師か

ら所見を聴取する方法により、当該医師の所見及び医師の名前を介護予防サービス計画

に記載しなければならない。この場合において、担当職員は、指定介護予防福祉用具貸

与事業者より、当該利用者に係る医師の所見及び医師の名前について確認があったとき

には、利用者の同意を得て、適切にその内容について情報提供しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目

(平成 11 年 3 月 31 日・厚生省告示第 93 号) 

介護保険法(平成九年法律第百二十三号)第七条第十七項の規定に基づき、厚生大臣が定める福祉用具貸

与に係る福祉用具の種目を次のように定め、平成十二年四月一日から適用する。 

厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目 

1 車いす 

自走用標準型車いす、普通型電動車いす又は介助用標準型車いすに限る。 

2 車いす付属品 

クッション、電動補助装置等であって、車いすと一体的に使用されるものに限る。 

3 特殊寝台 

サイドレールが取り付けてあるもの又は取り付けることが可能なものであって、次に掲げる機能の

いずれかを有するもの 

一 背部又は脚部の傾斜角度が調整できる機能 

二 床板の高さが無段階に調整できる機能 

4 特殊寝台付属品 

マットレス、サイドレール等であって、特殊寝台と一体的に使用されるものに限る。 

5 床ずれ防止用具 

次のいずれかに該当するものに限る。 

一 送風装置又は空気圧調整装置を備えた空気マット 

二 水等によって減圧による体圧分散効果をもつ全身用のマット 

6 体位変換器 

空気パッド等を身体の下に挿入することにより、居宅要介護者等の体位を用意に変換できる機能を

有するものに限り、体位の保持のみを目的とするものを除く。 

7 手すり 

取付けに際し工事を伴わないものに限る。 

8 スロープ 

段差解消のためのものであって、取付けに際し工事を伴わないものに限る。 

9 歩行器 

歩行が困難な者の歩行機能を補う機能を有し、移動時に体重を支える構造を有するものであって、

次のいずれかに該当するものに限る。 

一 車輪を有するものにあっては、体の前及び左右を囲む把手等を有するもの 

二 四脚を有するものにあっては、上肢で保持して移動させることが可能なもの 

10 歩行補助つえ 

松葉づえ、カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラットホームクラッチ及び多

点杖に限る。 

11 認知症老人徘徊はいかい感知機器 

介護保険法第五条の二に規定する認知症である老人が屋外へ出ようとした時等、センサーにより感

知し、家族、隣人等へ通報するもの 

12 移動用リフト(つり具の部分を除く。) 

床走行式、固定式又は据置式であり、かつ、身体をつり上げ又は体重を支える構造を有するもので

あって、その構造により、自力での移動が困難な者の移動を補助する機能を有するもの(取付けに住



宅の改修を伴うものを除く。) 

13 自動排泄せつ処理装置 

尿又は便が自動的に吸引されるものであり、かつ、尿や便の経路となる部分を分割することが可能

な構造を有するものであって、居宅要介護者等又はその介護を行う者が容易に使用できるもの(交換

可能部品(レシーバー、チューブ、タンク等のうち、尿や便の経路となるものであって、居宅要介護

者等又はその介護を行う者が容易に交換できるものをいう。)を除く。)。 

 

 

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等(平成 24 年 3 月 13 日・厚生労働省告示第 95 号) 

二十五 指定居宅サービス介護給付費単位数表の福祉用具貸与費の注 4の厚生労働大臣が定める者 

イ 次に掲げる福祉用具の種類に応じ、それぞれ次に掲げる者 

(1) 車いす及び車いす付属品 次のいずれかに該当する者 

(一) 日常的に歩行が困難な者 

(二) 日常生活範囲において移動の支援が特に必要と認められる者 

(2) 特殊寝台及び特殊寝台付属品 次のいずれかに該当する者 

(一) 日常的に起きあがりが困難な者 

(二) 日常的に寝返りが困難な者 

(3) 床ずれ防止用具及び体位変換器 日常的に寝返りが困難な者 

(4) 認知症老人徘徊はいかい感知機器 次のいずれにも該当する者 

(一) 意思の伝達、介護を行う者への反応、記憶又は理解に支障がある者 

(二) 移動において全介助を必要としない者 

(5) 移動用リフト(つり具の部分を除く。) 次のいずれかに該当する者 

(一) 日常的に立ち上がりが困難な者 

(二) 移乗において一部介助又は全介助を必要とする者 

(三) 生活環境において段差の解消が必要と認められる者 

(6) 自動排泄せつ処理装置 次のいずれにも該当する者 

(一) 排便において全介助を必要とする者 

(二) 移乗において全介助を必要とする者 


